




























































































一般騒音には、環境基本法（平成 5 法 91）16 条の一般的な環境基準（平成 10 環境告 64）が適用され、鉄道・
航空機・建設作業については適用除外とされている。一般騒音についての環境基準は、当初、昭和 46 年に定
められたが、平成 11 年 4 月 1 日から新基準が施行されている＊25。






























































　圏央道事業認定・収用裁決取消請求事件（東京地判平 17.5.31）では、「原告らは、最高裁平成 4 年（オ）第












　「騒音に係る環境基準の改正について」（平成 10 年 9 月 30 日大気保全局長通知）では、「マイクロホンの高
さは、評価区間内の住居等生活面の平均的な高さとし、地上 1.2m ～ 5.0m の範囲で設定する＊37。」と定められ
ている。
　そして、この解説は、「従来の騒音測定で行われてきた地面から 1.2m という一律の設定ではなく、……例え
ば低層住宅地であれば 1.2m ～ 5.0m の範囲で設定することになる。中高層住宅地の場合には、上層階の生活面の
高さでの測定も加えてもよい＊38。」と記載しているため、測定高さが問題となった。






関する実施上の運用（案）について」（建設省道環発第 4 号　昭和 61 年 2 月 28 日）は、予測点は高さ 1.2m を
原則とする旨示しており、上記の「騒音に係る環境基準について」は、「騒音の測定方法は、日本工業規格 Z8731
に定める騒音レベルの測定方法による。」と定め、「日本工業規格環境騒音の表示・測定方法」は「観測点の高さ
は、特に指定がない限り、地上 1.2 ～ 1.5m とする」と定めており、本件環境影響評価は、これらの準則に従っ




４）法定速度                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




80km/h として定められているから、車種を問わず予測に用いる平均走行速度を 100km/h としなければならな
い理由はない。……大型車について平均走行速度を 80km/h とすることは、一般的な環境影響評価の方法である
から、これをもってただちに不合理であるということはできない＊41。」と判示した。



















































審判決（最（2 小）判平 7.7.7）の解釈」（東京地判平 16.4.22 と東京地判平 17.5.31）のみであり、他は全て②
の事例である。
　第 1 に、「国道 43 号線訴訟上告審判決（最（2 小）判平 7.7.7）の解釈」は、行政裁量権が認められるべき事
項か否かという問題が争われた。
　東京地判平 16.4.22 は、国道 43 号線訴訟上告審判決（最（2 小）判平 7.7.7）を法律に準じるものとして、環
境基準以上に重視すべきとして行政裁量権を認めないとした。









い（最（2 小）判昭 48.9.14 判例時報 716 号 27 頁・地方公務員分限処分と裁量権、最（2 小）判昭 44.7.11 民
集 23 巻 8 号 1470 頁・旅券発給拒否処分、他事考慮に関しては、東京高判昭 48.7.13 判例時報 710 号 23 頁・日
光太郎杉事件）＊51 などの問題があり、大いに疑問が残る事例である。
　次に、最（2 小）判平 7.7.7 が法律に準じる（東京地判平 16.4.22）という立場からは、平等原則（裁量権の
行使であっても、恣意や不合理な基準による不平等な扱いは違法とされる＊52）に反しているように思える。
　第 2 に、環境影響評価の「法定速度」の決定に、行政裁量権が認められるべき事項か否かということが問題
となった。行政裁量権が認められるとした事例は、秋田地判平 8.8.9、東京高判平 18.2.23、東京地判平 17.5.31、










合には裁量権を付与した目的を逸脱し、濫用が生じるとされた事例（最（3 小）判昭 52.12.20 民集 31 巻 7 号
1101 頁・国家公務員法に違反する争議行為に対する懲戒免職処分）＊54 と同じ立場である。
　第 3 に、「道路に面する地域」は、行政裁量権の行使を誤ったか否か争われた。行政裁量権の行使が誤ってい




46 年 5 月 25 日閣議決定の「騒音に係る環境基準について」に定める測定方法を基本として実施すると定めら
れている＊55 と判示していることと矛盾しているように思える。
　東京高判平 18.2.23 は、「騒音に係る環境基準について」が適用されるが、「道路に面する地域」が官民境界
から 80m ないし 150m までの範囲という考え方を示した。この点、「騒音に係る環境基準について」は、「道路
端からの距離」と記載しているのに対し、判決は「官民境界から」として、歩道、切土面、盛土面などの構造
物の外側を道路端であると判示している。騒音の発生源が車道であることを考慮すれば、社会通念上の合理性





は、事項の軽重により、考慮の順位に従う必要がある。）は許されない（最（2 小）判昭 48.9.14 判例時報 716
号 27 頁・地方公務員分限処分と裁量権、最（2 小）判昭 44.7.11 民集 23 巻 8 号 1470 頁・旅券発給拒否処分、
他事考慮に関しては、東京高判昭 48.7.13 判例時報 710 号 23 頁・日光太郎杉事件）＊56 などがあり、大いに疑問
が残る事例である。
　東京地判平 17.5.31 と東京高判平 20.6.19 は、道路騒音の影響を受ける地域全体が「道路に面する地域」に当
たるという考え方を示した。この点、判例中にも個々の法規には、裁量の基準が明確になっていなくても、行
政権の行使は法律の目的に拘束され、当該法関係から解釈上生じる限界に服さなければならない（最（2 小）判









的を逸脱し、濫用が生じるとされた事例（最（3 小）判昭 52.12.20 民集 31 巻 7 号 1101 頁・国家公務員法に違
反する争議行為に対する懲戒免職処分）＊58 や一定の範囲で裁量性を認める趣旨（最大判昭 53.10.4 民集 32 巻 7




　東京地判平 16.4.22 は、平成 6 年に技術指針が改正され、高所における予測の必要性が明白となった後で行
われた本件再評価においても調査されていない＊60 として、行政裁量権の行使を誤ったことを認めた。
　一方、東京高判平 18.2.23 は、「建設省所管道路事業環境影響評価に関する実施上の運用（案）について」と
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